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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、食品製造会社として「食の安全・安心」の確保を第一とし、おいしさや機能性を追求した商品をお客さまに安定して提供することを通じて

「信頼される企業」となり、社会に貢献することを理念としています。

この理念のもと、当社は、さまざまなステークホルダーの皆さまからの信頼に応える「コーポレート・ガバナンス」の確立が、経営の重要な課題であ

ると認識し、その実現に向けた経営基盤の整備を進めています。

コーポレートガバナンスに関する基本方針を定め、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

https://www.nippn.co.jp/ir/management/governance/index.html

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

２０２１年６月改訂後のコードに基づいて記載しております。

【原則１－４．政策保有株式】

当社は、持続的成長と中長期的な企業価値向上のため、投資先企業との関係強化が重要であり、事業上の関係を総合的に勘案して、政策保有

株式を保有しています。

個別の株式の保有については、取得・保有の意義や資本コスト等を踏まえ、保有の適否を毎年取締役会において検証します。検証の結果、保有

の妥当性が認められない場合は、原則売却対象とします。

政策保有株式の議決権行使は、当社及び投資先企業の中長期的な企業価値の向上に資するか否かなどを総合的に判断し、適切に議決権行使

を行います。

【補充原則２－３－１　サステナビリティ課題】

サステナビリティを巡る課題への対応について、リスク管理の観点から検討しておりますが、収益機会につながる重要な経営課題との観点から、
取締役会での議論を行うことを今後検討して参ります。

【補充原則２－４－１　社内の多様性の確保】

中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方

当社は、女性活躍のため活躍できる職場環境の整備と長く働ける環境の整備に取り組んでいます。

管理職に占める女性の割合増加を目標に、管理職の母集団となる総合職の女性割合を25％以上にすることを目標に掲げ継続して取り組んでい
ます。

当社は、性別、年令、国籍、障がいなどにかかわらず、公正・公平な人材登用に取り組んでいます。

中核人材の登用における多様性の確保への目標は定めておりませんが、今後検討して参ります。

職場環境整備については、ワークライフバランスの促進、従業員の健康保全のための施策に取り組んでいます。

【補充原則４－２－２　サステナビリティ基本方針の策定等】

取締役会で人的資本・知的財産への投資等への経営資源の配分、事業ポートフォリオに関する戦略の実行についての監督を行うよう今後検討し
て参ります。

【補充原則４－１１－１　取締役会の実効性確保】

当社は、取締役会の迅速・果断な意思決定及び公正・透明な経営の監督のため、取締役の員数は定款で１５名以内と定め、当社の業務に精通し

た取締役と社外での豊富な経験を有する社外取締役で構成します。

取締役の経歴、専門性、知識、経験、能力のバランス及び当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に必要な多様性を確保するととも

に、社外取締役等の業務の執行には携わらない取締役を置きます。

各取締役選任理由につきましては、株主総会招集通知で開示しておりますが、スキル・マトリックスをはじめとした取締役の有するスキル等の組み
合わせの開示は、今後検討して参ります。

取締役会の監督機能の強化のため独立社外取締役を選任しております。

【補充原則５－２－１　事業ポートフォリオの開示等】

当社は、グローバルな視点での事業ポートフォリオの最適化を意識しながら、中食、冷食、海外事業を成長の柱と位置づけています。

事業ポートフォリオに関する基本的な方針や事業ポートフォリオの見直しの状況の開示については、今後検討して参ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社と取締役との間の競業取引や利益相反取引については、会社法および取締役会規程に基づき、取締役会の事前承認を得るとしています。

当社には当社株式を１０％以上保有する主要株主は存在しないため、主要株主との取引にかかる手続きは定めておりません。



【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、確定給付企業年金及び退職一時金制度の積立金の管理及び運用について、スチュワードシップ・コードを受け入れている運用機関に委

託しております。担当部門は運用機関から定期的に報告を受けています。

【原則３－１．情報開示の充実】

(1) 経営理念、経営戦略、経営計画等

当社のホームページにおいて、「ニップンの使命」「わたくしたちの理念」を掲載しておりますので、ご参照ください。

https://www.nippn.co.jp/company/code/index.html

なお、当社は中期経営計画は策定しておりませんが、単年度計画については、ニュースリリースの通期連結業績予想をご覧ください。

(2) コーポレートガバナンスの基本的な考え方

本報告書の「１－１基本的な考え方」をご参照ください。

(3) 取締役の報酬決定の方針と手続

取締役の報酬は、株主総会で承認された限度額の範囲内で、代表取締役の提案を社外役員を主要な構成員とする諮問委員会に諮問のうえ、取

締役会で諮問委員会の答申を踏まえて審議し、決定します。

(４)経営陣幹部の選解任と取締役の指名の方針と手続

社内取締役の候補者は、当社の経営を的確・公正に行うことができる専門性及び経験を有し、かつ、優れた人格、見識を備えた者とし、社外役員

候補者は、経歴、専門性、人格のほか独立性を考慮しています。

監査等委員である取締役の候補者は、取締役の業務執行に対する監査、監督を公正に行うことのできる専門性及び経験を有しかつ優れた人格、
見識を備えた者とします。

代表取締役の選任及び取締役の指名は、代表取締役の提案を社外役員を主要な構成員とする諮問委員会に諮問のうえ、取締役会で諮問委員

会の答申を踏まえて審議し、決定します。

監査等委員である取締役の指名は、取締役会で審議して決定し、監査等委員会の同意を得ます。

代表取締役を含む社内取締役が取締役選任基準に該当しない場合には、取締役候補として指名せず、代表取締役としての役職を解任します。

(5) 取締役の候補者の個々の指名及び経営陣幹部の選解任についての説明

取締役の候補者の個々の指名及び解任についての説明は、株主総会参考書類に指名の理由を開示します。

株主総会参考書類は、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

https://www.nippn.co.jp/ir/stock/meeting/index.html

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取組等】

１．サステナビリティについての取り組み

当社グループはサステナビリティを企業の重要な経営課題のひとつであると認識し、具体的な経営方針やその施策の中にサステナビリティに関わ
る活動の推進を取り上げています。また、自社の重要課題を特定し、事業を通じて課題に取り組むことで、当社の主要なステークホルダーである「
お客さま」 「お取引先さま」 「株主・投資家」 「従業員」 「地球環境」「地域社会」により高い価値を提供します。

２．人的資本への投資

企業を取り巻く環境は、変化が激しく厳しさを増しています。こうした環境変化に対応し継続的に発展するためには、個の力を高めて組織強化に繋
げる人材育成が不可欠だと考えます。当社では、職場における教育（OJT）を中心に、従業員の自主・自立を尊重しながら、さまざまな教育機会を
提供しています。

ニップンレポートをご参照ください。（https://www.nippn.co.jp/csr/report/index.html）

３．知的財産への投資

当社は、社会的環境、経営環境の変化に柔軟に対応し、食と健康に関わる新たな研究開発領域への拡充をめざしています。そのためには、基礎
研究から新規技術・新規商品にわたる研究・開発の取り組みの強化が必須です。グループ会社を含め、既存の事業分野の拡大、新規分野の開
拓・事業化をめざした研究活動、精緻な分析技術を有した研究体制に加え、市場のニーズと研究成果を結びつけた新たな商品や市場を創造する
開発体制を整え、研究開発活動に取り組んでいます。

【補充原則４－１－１．経営陣に対する取締役会の委任範囲】

当社は、取締役会の決議事項については、法令および定款で定められているもののほか、金額等により取締役会規程で付議基準を定めています
。

その概要は次のとおりです。

(1) 株主総会に関する事項

(2) 決算に関する事項

(3) 重要な人事に関する事項

(4) 株式および社債に関する事項

(5) 経営方針、経営計画に関する事項

(6) 重要な業務に関する事項(金額等による)

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

独立社外取締役の独立性判断基準については、東京証券取引所の上場規則に定める独立役員の基準に準拠しています。

独立社外取締役は、一般株主と利益相反の生じるおそれがないと判断され、かつ豊富な経験と知見を有した人物を選定します。

【補充原則４－１０－１　指名委員会・報酬委員会】

諮問委員会を設置し、取締役の選任議案、代表取締役の選任、取締役の報酬制度、取締役の個別報酬について協議し、取締役会に答申します。

諮問委員会の構成は、社外取締役３名、社内取締役２名です。

諮問委員会では、取締役会の多様性、スキルの組み合わせについても討議します。

【補充原則４－１１－２．取締役の他上場会社役員兼任状況】

社外取締役の兼任の状況については、事業報告書及びコーポレート・ガバナンス報告書に記載します。

【補充原則４－１１－３．取締役会の実効性評価】

取締役会の実効性評価については、2020年度の評価を2021年5月に、取締役15名を対象としたアンケート調査を実施し、自己評価を行いました。

結果として、当社は、経営陣に判断を委任すべき事項と取締役会の決議事項を適切に振り分け、決議すべき事項については充分な時間をかけ審
議し、関連当事者の利益相反管理も適切になされているなど、意思決定や監督機能の有効性は確保されているとの評価になりました。その一方、
資料の充実や事前配布の早期化で、より効率的で活発な議論が期待できるとの改善事項が示されました。

今後も当社は、取締役会の運営の充実を図るための改善に努めてまいります。



【補充原則４－１４－２．取締役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役の就任の際には、会社法及び関連法令並びにコーポレートガバナンスに関する理解を深める機会を設けるとともに、

当該知識を更新する機会を設けています。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

株主との建設的な対話が、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する重要な活動であることを認識し、株主との面談や諸説明会

等、様々な機会を設定します。

株主が当社の企業価値を適正に評価しようとする目的で面談を希望した場合は、必要に応じて取締役が適切に対応することを基本方針としま

す。

当社は、ＩＲ担当役員を定め、経理・財務部IR室を対話の担当窓口として、広報部、経営企画部、総務部法務グループを対話を補助する部署とし

て、面談をはじめとする円滑な対話の促進、及び決算説明会や個人投資家向け説明会の実施、並びに株主構造の把握に連携して取り組むととも

に、インサイダー情報の漏洩防止に努めます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,271,100 10.76

ニップン取引先持株会 4,474,800 5.82

大樹生命保険株式会社 3,497,000 4.55

三井物産株式会社 3,349,110 4.35

株式会社ダスキン 2,510,000 3.26

伊藤忠商事株式会社 2,250,000 2.92

株式会社三井住友銀行 2,246,881 2.92

農林中央金庫 2,060,628 2.68

三井住友海上火災保険株式会社 2,004,500 2.60

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,885,900 2.45

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 食料品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針



―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　オーケー食品工業株式会社は、当社が発行済株式の総数の過半数を保有する上場子会社であります。大豆製品を主力製品とする同社への資
本参加は、当社の事業構造・事業ポートフォリオの再検証の一環として位置づけられ、多くのシナジーが図られるというメリットも期待され、当社グ
ループの企業価値の最大化に資すると考えております。

　同社を上場子会社として維持することは、同社の人材の獲得、モチベーション維持につながるため、合理性があるものと考えております。

　当社は、グループ会社に対し、グループ会社管理の規程及びグループ会社と締結する契約において定める重要事項について、当社への報告を
求めております。その目的は、業務の適正を確保しつつ、グループ会社が自主独立の精神をもって事業の責任ある運営を行い、当社グループの
成長と発展を図ることであります。同社についても、上場会社としての自主的な経営を尊重しており、当社以外の同社の株主その他のステークホ
ルダーの利益が不当に損なわれることのないよう努めております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 14 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

熊倉　禎男 弁護士 ○

川俣　尚高 弁護士 ○

奥山　章雄 公認会計士

吉田　和彦 弁護士 ○

成瀬　健太郎 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

熊倉　禎男 　 ○

熊倉禎男氏は弁護士であり、当社は同氏

の所属する中村合同特許法律事務所に

法律事務、知的財産事務を委任していま

す。同所の報酬における当社の支払割合

は前事業年度において１％未満です。

熊倉禎男氏の所属する中村合同特許法律事
務所の報酬における当社の支払割合は小さく、
その他の関係を有しておりません。さらに同氏
は弁護士としての知見、経験を有し、企業法務
に精通しておりますので、一般株主の利益にも
適切に配慮した監督機能を果たすことができる
と判断いたしました。

川俣　尚高 　 ○

川俣尚高氏は弁護士であり、当社は同氏

の所属する丸の内総合法律事務所に法

律事務を委任しています。同所の報酬に

おける当社の支払割合は前事業年度に

おいて１％未満です。

トレックス・セミコンダクタ―株式会社社外
取締役（監査等委員）、日本電設工業株
式会社社外取締役（監査等委員）を兼任し
ています。

川俣尚高氏の所属する丸の内総合法律事務
所の報酬における当社の支払割合は小さく、そ
の他の関係を有しておりません。さらに同氏は
弁護士としての知見、経験を有し、企業法務に
精通しておりますので、一般株主の利益にも適
切に配慮した監督機能を果たすことができると
判断いたしました。

奥山　章雄 ○ ○

該当事項はありません。

株式会社ＡＤＥＫＡ社外取締役（監査等委
員）、信金中央金庫監事を兼任しています
。

奥山章雄氏は公認会計士としての経験、企業
会計の知見を有しておりますので、一般株主の
利益にも適切に配慮した監督、監査が行なわ
れると判断いたしました。

吉田　和彦 ○ ○

吉田和彦氏は弁護士であり、当社は同氏
の所属する中村合同特許法律事務所に
法律事務、知的財産事務を委任していま
す。同所の報酬における当社の支払割合
は前事業年度において１％未満です。

吉田和彦氏の所属する中村合同特許法律事
務所の報酬における当社の支払割合は小さく、
その他の関係を有しておりません。さらに同氏
は弁護士としての知見、経験を有し、企業法務
に精通しておりますので、一般株主の利益にも
適切に配慮した監督、監査が行われると判断
いたしました。

成瀬　健太郎 ○ ○

成瀬健太郎氏は弁護士であり、当社は同
氏の所属する丸の内総合法律事務所に
法律事務を委任しています。同所の報酬
における当社の支払割合は前事業年度
において１％未満です。

成瀬健太郎氏の所属する丸の内総合法律事
務所の報酬における当社の支払割合は小さく、
その他の関係を有しておりません。さらに同氏
は弁護士としての知見、経験を有し、企業法務
に精通しておりますので、一般株主の利益にも
適切に配慮した監督、監査が行われると判断
いたしました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査管理部を、監査等委員会の職務を補助する部署とし、監査管理部員が、監査等委員会の補助業務遂行中は監査等委員である取締役以外
の者からの指揮命令を受けないことを規程に定めています。

監査等委員会の補助業務遂行中の者の人事異動については、監査等委員会の同意を得ます。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員会と会計監査人は、年度の監査計画、監査方針、監査内容、会計監査の方法、結果について報告や説明を受け、情報交換を行い、
連携を図ります。



　監査等委員会と監査管理部は、業務の適正性、効率性、リスク管理の確立状況について、適宜情報を交換します。

　監査管理部は、必要に応じて会計監査人と意見交換を実施します。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（
名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

諮問委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

　諮問委員会は、取締役候補者の指名案、代表取締役の選定案並びに取締役報酬案、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を審議
し、取締役会に答申するほか、取締役のスキルの組み合わせに関する事項、取締役の多様性に関する事項を討議します。

　委員は、取締役会で定めた規程において定めており、代表取締役社長前鶴俊哉、代表取締役副社長堀内俊文、社外取締役熊倉禎男、川俣尚
高、奥山章雄の５氏です。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を、全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　退職慰労金制度に代わり、株式報酬型ストックオプション制度を導入しました。

　新株予約権の行使価額は、株式１株当たり1円とし、その割当てに際しブラック・ショールズ・モデルにより算定した公正価値に基づいた価格を払
込金額とします。新株予約権の割当を受けた者は、当該払込金額の払込に代えて、当社に対する報酬債権を相殺するものです。

　連結営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益等の業績及び個人の業績等への貢献度に基づき、あらかじめ設定した役位別の基準額をベ
ースに目標達成度合いに応じて一定の範囲内で決定する短期インセンティブ報酬を導入しています。

　種類別の報酬割合については、概ね固定報酬70％、インセンティブ報酬15％、株式報酬型ストックオプション15％で、役位、職責に応じて適切に
設定します。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役



該当項目に関する補足説明

　取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く）が、企業価値の持続的な発展、すなわち株価をより意識した経営を推進するため、株
式報酬型ストックオプション制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告書、有価証券報告書で、取締役、監査役及び社外役員別に、基本報酬総額、ストックオプションの報酬額を開示します。

なお、報酬が１億円以上の取締役については、個別報酬を有価証券報告書で開示します。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．基本方針

・企業理念を実践する優秀な人材の獲得・保持が可能となる報酬体系及び報酬水準とする。

・当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値・株主価値の向上を重視した報酬体系及び報酬構成とする。

・職責と成果に基づく公平かつ公正な報酬制度とする。

２．決定方針の内容の概要

（１）報酬体系

当社の取締役の報酬等については、各役位・職責、事業年度の業績、社会情勢などを総合的に勘案し、総報酬額の基準額を定め、また、当社と
売上規模が同程度の国内上場会社の役位別の報酬水準に係る外部機関の調査結果も参照した上で、報酬額の客観性と妥当性を検証して決定
する。

業務執行取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く取締役をいう。）の基準総報酬は、金銭報酬と株式報酬型ストック・オプション
によって構成し、金銭報酬は、固定報酬と短期業績に基づき変動するインセンティブ報酬によって構成する。

種類別の報酬割合については、概ね固定報酬70％、インセンティブ報酬15％、株式報酬型ストック・オプション15％とし、役位、職責に応じて適切
に設定する。

社外取締役の報酬は、固定報酬のみの支給とし、就任後は年功による昇給は行わず、全社評価の適用対象外とする。

（２）金銭報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の固定報酬は、上記（１）報酬体系に基づき決定する。固定報酬は、月例の固定金銭報酬とする。

業務執行取締役の短期インセンティブ報酬は、単年度業績に対する取締役のコミットメントとして位置付け、連結営業利益、親会社株主に帰属す
る当期純利益等の業績及び個人の業績等への貢献度に基づき、あらかじめ設定した役位別の基準額をベースに目標達成度合いに応じて一定の
範囲内で決定し、賞与として毎年一定の時期に支給する。

（３）非金銭報酬（株式報酬）の内容、額、数の決定方針

業務執行取締役の中長期にかかる業績に基づき変動するインセンティブ報酬である株式報酬型ストック・オプションは、中長期な業績向上と企業
価値向上への貢献意欲や士気を一層高める目的で、「株式報酬型ストック・オプション規則」に基づき役位別に、年額１億２千万円以内の範囲で付
与する。

株式報酬型ストック・オプションは、年１回付与する。

（４）報酬等の額の決定方法

取締役報酬は、審議プロセスの客観性・透明性を高めるため、代表取締役２名と社外取締役３名で構成される諮問委員会の審議、答申を踏まえ、
株主総会で決議された報酬枠の範囲内で、取締役会の決議により決定する。

【社外取締役のサポート体制】

監査等委員である社外取締役に対し、専任スタッフがサポートしています。

取締役会の開催に際しては、事前に決議事項にかかわる資料を提出しています。

社外取締役は、執行役員が業務の執行状況を報告する役員会に出席することができます。

工場、支店、子会社でのヒアリングに対し、説明・報告がなされています。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等



氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

近藤　雅之 特別顧問
管理部門へのアドバイス

（経営非関与）
常勤　報酬有 2020/06/26 定めなし

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は監査等委員会設置会社を採用しており、監査等委員でない取締役は11名で、監査等委員である取締役は４名、取締役のうち社外取締役
は５名であります。

　取締役会は、重要な業務執行決定と業務執行監督を行い、原則毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。2020年度は、

取締役会を18回開催しました。

　また、執行役員制を導入し、執行役員は取締役会の授権のもと業務執行を行い、業務執行に係わる重要事項の協議のため、全取締役と執行役

員による役員会を設置しております。

　取締役は当社事業に精通した人材を中心とすることが最適であると判断しており、監督機能の実効性を高めるため社外取締役を選任してお

ります。社外取締役は、取締役会を通じて内部監査の状況の報告を受けます。

　監査等委員である社外取締役のうち１名は公認会計士で、財務及び会計に関する知見を有しています。

　非業務執行取締役との間で、会社法第４２３条第１項に関する責任について、法令が定める限度額とする責任限定契約を締結しております。

　監査管理部は、内部監査を行い、改善指導、改善状況の確認を行っております。

　会計監査人にＥＹ新日本有限責任監査法人を選任しております。

　　業務を執行した公認会計士

　　　指定有限責任社員　業務執行社員　山元　清二

　　　指定有限責任社員　業務執行社員　吉川　高史

　　監査業務に係る補助者

　　　公認会計士９名、その他37名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　監査等委員である取締役（複数の社外取締役を含む）に取締役会における議決権を付与することで、監査・監督機能を強化し、コーポレート・ガ
バナンス体制を一層充実させ、更なる企業価値向上を図るため、監査等委員会設置会社を採用しております。

　　事業特性と規模から、企業統治の効率性と監督機能が担保される体制と考えています。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 株主総会の21日前に発送しています。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権行使を行っています。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権行使プラットフォームに参加しています。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ウェブサイトに掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況



補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 ＩＲ基本方針を作成し、当社ホームページで開示しています。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期に一度（5月と11月）実施しています。決算及び事業の概況について代表

取締役、ＩＲ担当役員等が説明しています。
あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ（https://www.nippn.co.jp/ir/index.html)の「株主・投資家の
方へ」において、決算短信、有価証券報告書、株主総会招集通知、機関投資
家・アナリスト向け決算説明会で使用した資料を公開しています。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部署は、経理・財務部ＩＲ室です。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

ステークホルダーに対し、会社の使命、理念で会社の方針を明確にし、「行動規範」、「行動
指針」で具体的な行動基準を定めています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
社会・環境委員会を設置して、「行動規範」、「行動指針」により、具体的な実践活動を進め
るとともに、ＣＳＲにかかる報告書を作成し、活動状況について当社ホームページで公開し
ています。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するための体制に

ついての決定の内容は以下のとおりであります。

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社の目指す姿を示した「行動規範」と、行動規範を実践するために遵守すべき具体的な行動基準である「行動指針」を定め、全役員、従業員に
配布、適宜研修する。

・法令違反や社内不正など、倫理や法令に抵触する行為を防止もしくは早期発見し、是正することを目的として、従業員が相談もしくは通報できる
「企業倫理ヘルプライン」を設置し、運用する。

・事業執行は、業務の分掌及び社内の決裁手続に従い実施し、適正化、責任の明確化を図る。

・購買基本方針を定め購買先へ周知し、公正な取引を確保する。

・監査管理部を設置し、業務が取締役会決議、代表取締役の承認に沿って執行されているかを監査し、問題点の改善指導を行う。

・反社会的勢力による不当な要求には一切応じず、外部専門機関と連携のうえ、組織的に対処する

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会審議の議事録を作成して保存、管理し、重要な職務の執行についての決裁に関わる情報は、検索性の高い状態で保存、管理する。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社の業務執行に関わるリスクについては発生頻度、大きさを分析、評価し、その把握と管理のための体制を構築する。

・当社経営に重大な影響を与える危機に直面したとき、社長を最高責任者とする危機管理委員会の設置などを定めた「危機管理基本規程」に従
い、迅速かつ適切に対応し、損失の拡大を抑止する。

・商品の安全・安心の確保を重要な課題と位置づけ、リスクの低減のための対策を講じる。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・経営に関する重要事項は、取締役会で決定する。投融資案件については、投融資委員会で財務的観点から優先順位をつけ、常務執行役員以
上の取締役で構成する経営会議では、経営全般の観点から問題点を整理した後、取締役会に付議する。

（５）会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・グループ会社の取締役に対し、適宜コンプライアンス研修等を実施する。

・グループ会社に対し、連結財務報告に係る内部統制評価に必要な体制整備への協力を義務付ける。

ロ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の会社への報告に関する体制

・グループ会社に対し、グループ会社管理の規程及びグループ会社と締結する契約において定める重要事項について、当社への報告を求める。

ハ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社グループの業務執行に関わるリスクについては発生頻度、大きさを分析、評価し、その把握と管理のための体制を構築する。

・グループ会社に対し、当社グループの信用失墜につながるような重大な法令違反事件等が発生した場合の報告を求め、迅速かつ適切に対応し
、損失の拡大を抑止する。

ニ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・グループ会社の業績を毎月レビューし、業績管理を行う。

・グループ会社の投融資案件は、投融資委員会で協議し、経営資源の適切な配分を行う。

（６）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項並びに当該使用人の独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する



事項

・監査管理部は、監査等委員会の職務を補助する。

・監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、当該職務遂行中は監査等委員である取締役以外の者からの指揮命令を受けない。

・監査等委員会の職務を補助すべき使用人で当該職務遂行中の者の人事異動は、監査等委員会の同意を得る。

・監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事考課については、監査等委員会と協議して評価する。

（７）取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監
査等委員会への報告に関する体制

・監査等委員は、取締役及び執行役員が担当業務の執行状況を報告する役員会に出席し、会社の業務遂行の情報を得る。

・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項は、監査等委員会に報告する。

・企業倫理ヘルプラインへの通報内容は、監査等委員会に報告する。

・監査管理部は、内部監査結果を監査等委員会に報告する。

・監査等委員会は、必要に応じて、当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、報告を求めることができる。

（８）監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

・監査等委員会へ報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止する規程を整備する。

（９）監査等委員会の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係
る方針

・監査等委員がその職務の執行について生じた費用の請求又は債務の弁済を請求したときは、その費用又は債務を速やかに処理する。

（１０）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会が監査管理部及び会計監査人と情報交換、意見交換できる機会を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力に対しては、取締役会で反社会的勢力対応の基本方針を定めております。

＜基本方針＞

（１）反社会的勢力とは断固として対決します。

（２）不当な要求には応じず、裏取引や資金提供は一切行いません。

（３）反社会的勢力に対しては、外部専門機関と連携のうえ、組織的かつ法的に対処します。

上記の基本方針のもと次の取り組みを行っています。

・行動指針に「暴力団や総会屋等の反社会的勢力に対して毅然とした態度で臨みます。」を掲げ、全従業員に配布している「企業の社会責任ハン

ドブック」に明記しています。

・反社会的勢力への対応統括部署を定め、マニュアル整備等を通じて社内への対応方針の周知を図っています。

・警察等と連携して、平素から情報収集し、事案発生時に速やかに対処できるよう努めています。

・取引先が反社会的勢力であることが判明した場合に、速やかに取引を解消し、取引解消による損害を抑えるため契約書に暴力団排除条項を設

ける取り組みをすすめています。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

　当社は、現在のところいわゆる「買収防衛策」は導入しておりませんが、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本

的な考え方は以下のとおりです。

　当社は、全てのステークホルダーから信頼される企業として成長し続けるという使命のもと、経営の多角化、コストリダクション等の推進を通じ、
高い経営効率の追求と競争力・収益力の強化を進めており、今後の企業価値のさらなる向上を目指してまいります。

当社は、会社の支配権の異動を伴う当社株式の大量買付けであっても、それに応じるか否かは最終的には株主様のご判断に委ねられるものと

考えます。また、当社は当該大量買付けが当社の企業価値ひいては株主様の共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するもので

はありません。

　しかしながら、その目的、方法等において企業価値ひいては株主様の共同の利益を著しく毀損するおそれのある買付けを行う者は、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えます。

　当社取締役会は経営を負託されている者の責務として、法令及び定款によって許される範囲において、当社の企業価値ひいては株主様の共同

の利益を著しく毀損するおそれのある買付け者に対しては、株主の皆様の適切なご判断に資するため、充分な情報と必要な時間の確保に努める

とともに、当該買付けを行う者と交渉するなど適切と考えられる措置を講じることといたします。

　なお、買収防衛策の導入につきましても、重要な経営課題の一つとして今後継続して検討を行ってまいります。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　適時開示体制の概要は以下のとおりです。

１．会社情報の適時開示に係る当社の基本姿勢

　当社及び子会社の決定事項に関する情報、発生事実に関する情報及び決算に関する情報のうち、金融商品取引所の規則に定める開示基準に

該当する会社情報は、公正かつ適時・適切な開示を行っております。またそれ以外の経営関連情報につきましても積極的かつ公平に開示を行っ

てまいります。

２．会社情報の適時開示に係る社内体制

　情報開示の体制については、社長を最高責任者とし、情報担当役員をはじめ社内関係部署が密接に連携し、公正かつ適時・適切な情報開示を

行う体制を構築しております。

また、子会社に関する経営関連情報についても、各社から当社への迅速な報告体制を構築しています。



　

３．適時開示に係る社内体制のチェック

お客さまへの公正かつ適時・適切な経営関連情報の開示が行われているかどうかの検証は、当社における各情報開示プロセスにおいて行われ

ておりますが、全体として広報部、経理・財務部ＩＲ室、経営企画部、総務部法務グループ、関連事業部が連携して当社グループの社内体制の向

上を図っています。




